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平成27年度～　 年度29

　上部構造においては，既に地震動レベルを数段階に想定した設計法が確立され性
能設計に移行しているが，一般建物の基礎構造に関しては大地震を対象とした2次設
計が義務付けられていない．しかし，兵庫県南部地震（1995年）および東北地方太
平洋沖地震（2011年）では，構造被害を被ったコンクリート杭基礎が確認され，地
震後に建物の継続使用を断念し解体につながった例も多い．そこで，コンクリート
杭の曲げ降伏時性能や終局時変形性能，杭頭接合部の詳細が構造性能に与える影
響，それらの補修補強後の構造性能について知見を集め，地震後の継続使用性を確
保する一連の技術が求められている．
　本申請では，杭基礎を有する建築物の大地震時における耐震安全性および継続使
用性を確保するため，次の3点を目的とした技術開発を行う．(1)コンクリート杭
（場所打ちRC杭，SC杭，PHC杭，PRC杭）について大地震に対する杭頭部と杭頭接合
部の構造性能評価を行うための必要な基礎資料を実大寸法の試験体を用いた構造実
験から収集すること．(2)前述の実験データに基づき，コンクリート杭基礎構造の終
局時までの破壊モードおよび曲げせん断性状を考慮した設計方法を提案すること．
(3)地震後の継続使用性を確保できる杭基礎構造の耐震設計で必要な設計式を整備す
ること．

技術開発
提案名

大地震後の継続使用性に資するコンクリート杭および杭頭接合
部の技術開発

背景・目的

技術高度化
の期間

22

事業者

技術開発
経費の総額
（予定）

　本年度の技術開発は，(1)場所打ちRC杭および既製コンクリート杭の杭体の構造性能評価実
験，(2)杭頭接合部実験を行うための載荷装置および計測装置の製作，試験体設計と少数の載荷
実験である．

(1)場所打ちRC杭および既製コンクリート杭を用いた杭体の構造性能評価実験
　申請者らは，既製のSC杭およびPRC杭を用いて杭体の性能評価予備実験結果に基づいて，本申
請では2種類の実験を予定している．
　まずは，図1の左側に示す単純支持梁を用いた曲げせん断実験である．比較的簡単な試験装置
を用いて，曲げモーメントと曲率関係と損傷の進展状況を多くの試験体で得る事が目的となる．
対象はSC杭，PRC杭，PHC杭，場所打ちRC杭の実大試験体6体ずつとし，一定軸力（引張軸力から
軸力比0.6程度の高圧縮力まで）のもとで繰返し曲げせん断載荷を行う．杭体の終局時挙動はこ
れまで解明されておらず，寸法効果を排除した力学性能と変形性能の評価に焦点を当てる．
　次に，図1の右側に示す杭頭固定式曲げせん断実験である．この実験では，脆性破壊が予測さ
れるPHC杭やPRC杭に対して，サーボ式載荷装置を用いた精緻な制御方法により，ポストピークの
力学性状と繰返挙動の解明に焦点を当てる．そこで，実大実験が困難なケースに対しては杭径を
400mm程度まで低減し，脆性破壊を抑制しながら載荷を進める．ここでも，曲げモーメントと曲
率（または回転角）関係と損傷の進展状況を計測対象とする．

　　　　図1：単純支持PRC杭の曲げせん断実験（左）と杭頭固定SC杭曲げせん断実験（右）

約　　150　　百万円
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総評

　大地震動に対するコンクリート杭の構造性能評価方法の開発は、重要な社会的課
題であるといえる。
　本提案においては、構造実験、数値モデルの開発、補修補強法の提案および設計
法の開発など多岐に及んでいることから、技術開発項目を絞り込んだ上で計画を見
直し、事業期間内において確実で精度の高い成果を期待する。

(2)杭頭接合部実験を行うための載荷装置および計測装置の準備，および試験体設計
　杭頭接合部に関しては，これまで申請者らが個別に実験および数値解析を行ってきた．しか
し，これまで基礎梁や柱，地盤変形を含む上部・下部構造の一体的な挙動や下部構造の損傷が上
部構造物の傾斜に与える影響を検討されている例はない．そこで，杭頭接合部を柱・基礎梁・コ
ンクリート杭基礎（上部および下部構造）と地盤にまたがる領域と捉えて実験計画を立て，これ
に必要な載荷装置および計測装置の準備，および平成28年度および29年度に本格実施する載荷実
験の試験体設計を行う．
　特に重要な検討項目のひとつは，パイルキャップの配筋方法である．現状の設計では，コンク
リート断面のみがパイルキャップのせん断力を負担し，配筋詳細は構造規定に基づいて決定す
る．パイルキャップ内には各種の鉄筋が複雑に配筋されているが，袴筋やベース筋などパイル
キャップ特有の各種鉄筋が構造性能に与える効果は考慮されず，柱主筋・基礎梁主筋・杭アン
カー筋の定着を設計者の工学的判断のみで判断している．申請者らは，文献収集はもちろん，パ
イルキャップ部分の構造性能に関する予備的な実験研究をすでに始めており，現状の載荷装置で
は広範囲の実験変数に対応できない事が分かっている．そこで，図2に示す載荷装置および計測
装置の再検討を行い，申請第2年度以降の載荷実験の効率を上げる．
　次に重要な検討項目は，パイルキャップに対する杭の定着方法である．平成27年度に行うコン
クリート杭の研究成果を反映させるためには，杭頭での定着方法を杭の種類別に選択し，実験計
画を立てる必要がある．ここでも，コンクリート杭体単独実験の結果を反映して適切な実験計画
を立て，申請第2年度以降の実験を効率的に行うための検討を行なう．

　　　　　　図2：杭頭接合部の実験（パイルキャップの配筋を変数とする場合の計画）
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